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年金生活者支援

給付金制度

10月１日から始まります

　

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

は
、
公
的
年
金
な
ど
の
収
入

や
所
得
額
が
一
定
基
準
額
以

下
の
年
金
受
給
者
の
生
活
を

支
援
す
る
た
め
に
、
年
金
に

上
乗
せ
し
て
支
給
さ
れ
る
も

の
で
す
。
受
け
取
る
に
は
申

請
が
必
要
で
す
。
案
内
や
手

続
き
は
、
日
本
年
金
機
構
（
年

金
事
務
所
）が
実
施
し
ま
す
。

●
対
象

①
老
齢
基
礎
年
金
を
受
給
し
、
次

の
要
件
を
す
べ
て
満
た
す
方

・
65
歳
以
上

・
世
帯
員
全
員
の
市
町
村
民
税

が
非
課
税

・
年
金
収
入
額
と
そ
の
他
所
得

額
の
合
計
が
約
88
万
円
以
下

②
障
害
基
礎
年
金
・
遺
族
基
礎

年
金
を
受
給
し
て
い
る
前
年

の
所
得
額
が
約
４
６
２
万
円

以
下
の
方

●
申
し
込
み

・
平
成
31
年
４
月
１
日
以
前
か

ら
年
金
を
受
給
し
て
い
る
方

　
　

日
本
年
金
機
構
か
ら
の
お

知
ら
せ
が
、
順
次
届
き
ま
す
。

・
平
成
31
年
４
月
２
日
以
降
に

年
金
を
受
給
し
始
め
た
方

　
　

年
金
の
請
求
手
続
き
に
あ

わ
せ
て
、申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

問
給
付
金
専
用
ダ
イ
ヤ
ル　

０
５
７
０（
０
５
）
４
０
９
２

軽自動車税が

変わります

　

税
制
改
正
に
よ
り
10
月
１
日

か
ら
、
自
動
車
取
得
税（
県
税
）

が
廃
止
さ
れ
、「
環
境
性
能
割
」

（
町
税
）が
創
設
さ
れ
ま
す
。
ま

た
、
現
行
の
軽
自
動
車
税
は
、

「
種
別
割
」へ
と
名
称
が
変
更
さ

れ
ま
す
。

●
環
境
性
能
割
の
対
象

　

「
環
境
性
能
割
」は
３
輪
以
上

の
軽
自
動
車
の
取
得
時
に
課
税

さ
れ
ま
す
。（
取
得
価
格
が

50
万
円
を
超
え
る
も
の
）

●
環
境
性
能
割
の
税
率

　

軽
自
動
車
の
取
得
価
格
に
下

表
の
税
率
を
乗
じ
た
額
が
課
税

さ
れ
ま
す
。
税
率
は
、
燃
費
基

準
等
に
応
じ
て
決
定
し
ま
す
。

　

ま
た
、
10
月
１
日
〜
令
和
２

年
９
月
30
日
の
間
に
自
家
用
の

乗
用
車
を
購
入
し
た
場
合
、「
環

境
性
能
割
」
の
税
率
１
％
が
軽

減
さ
れ
ま
す
。

問
税
務
課　

内
線
１
１
９

３輪以上の

軽自動車の車種区分

自家用 営業用

税率（％）
軽減後の

税率（％）
税率（％）

電気軽自動車、

天然ガス軽自動車

非課税

非課税

非課税ガ
ソ
リ
ン
車
、

ガ
ソ
リ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車

★★★★かつ令和２年

度燃費基準＋10％達成
車※

★★★★かつ令和２年

度燃費基準達成車※
1.0% 0.5%

★★★★かつ平成27年
度燃費基準＋10％達成
車※ 2.0% 1.0%

1.0 %

上記以外の軽自動車 2.0%

※ガソリン車、ガソリンハイブリッド車は、平成17年排出ガス基準
75％低減達成車（★★★★）または平成30年排出ガス基準50％低減
達成車（★★★★）に限ります。
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法人住民税

法人税割の

税率改定

　

平
成
28
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
、
地
域
間
の
税
源
の
偏
り
を

是
正
し
、
財
政
力
格
差
の
縮
小

を
図
る
た
め
、
法
人
住
民
税
法

人
税
割
の
税
率
を
引
き
下
げ
、

そ
の
引
き
下
げ
分
に
相
当
す
る

額
を
地
方
交
付
税
の
原
資
と
す

る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

町
も
、
こ
の
改
正
に
合
わ
せ

て
法
人
住
民
税
法
人
税
割
の
税

率
を
9.7
％
か
ら
6
％
に
引
き
下

げ
ま
す
。

●
適
用
開
始
時
期

　

10
月
１
日
以
後
に
開
始
さ
れ
る

事
業
年
度
分
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

・
９
月
30
日
ま
で
に
開
始
し
た

事
業
年
度
分 

↓ 

9.7
％
を
適
用

・
10
月
１
日
以
降
に
開
始
す
る

事
業
年
度
分 

↓ 

6
％
を
適
用

●
予
定
申
告
の
経
過
措
置

　

今
回
の
改
正
に
伴
い
、
10
月

１
日
以
降
に
開
始
さ
れ
る
最
初

の
事
業
年
度
の
予
定
申
告
額
に

つ
い
て
は
、
次
の
式
で
計
算
し

ま
す
。

前
事
業
年
度
の
法
人
税
割
額
×

3.7
÷
前
事
業
年
度
の
月
数

(

改
正
前
は
前
事
業
年
度
の
法

人
税
割
額
×
６
÷
前
事
業
年
度

の
月
数)

問
税
務
課　

内
線
１
１
９

　具体例（10月１日事業年度開始の法人の場合）

事業年度：平成30年10月１日～令和元年９月30日

中間・予定申告（令和

元年５月末納期）

中間申告税率 9.7％（旧税率）

予定申告税率 ６/12（経過措置適用なし）

確定申告（令和元年

11月末納期）
9.7％（旧税率）

事業年度：令和元年10月１日～令和２年９月30日

中間・予定申告（令和

２年５月末納期）

中間申告税率 ６％（新税率）

予定申告税率 3.7/12（経過措置税率適用）

確定申告（令和２年

11月末納期）
６％（新税率）

事業年度：令和２年10月１日～令和３年９月30日

中間・予定申告（令和

３年５月末納期）

中間申告税率６％（新税率）

予定申告税率 ６/12（経過措置適用なし）

確定申告（令和３年

11月末納期）
６％（新税率）

　改正のイメージ

小規模な飲食店に

も消火器具の設置

が義務化されまし

た。

　

10
月
1
日
か
ら
火
を
使
用
す

る
す
べ
て
の
飲
食
店
に
消
火
器

の
設
置
が
必
要
と
な
り
ま
し
た
。

●
改
正
の
背
景

　

平
成
28
年
12
月
に
発
生
し
た

新
潟
県
糸
魚
川
市
大
規
模
火
災

の
教
訓
を
踏
ま
え
、
小
規
模
飲

食
店
等
に
お
け
る
消
火
設
備
の

設
置
基
準
が
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

●
改
正
概
要

　

延
べ
面
積
１
５
０
㎡
未
満
の

火
を
使
用
す
る
設
備
ま
た
は
器

具（
防
火
上
有
効
な
措
置
が
講

じ
ら
れ
た
も
の
を
除
く
）
を
設

け
た
飲
食
店
な
ど
に
つ
い
て
も

消
火
器
具
の
設
置
が
義
務
付
け

ら
れ
ま
し
た
。

※
防
火
上
有
効
な
措
置
と
は

・
調
理
油
過
熱
防
止
装
置

・
自
動
消
火
装
置

・
そ
の
他
の
危
険
な
状
態
の
発

生
を
防
止
す
る
と
と
も
に
、

発
生
時
に
お
け
る
被
害
を
軽

減
す
る
安
全
機
能
を
有
す
る

装
置
（
圧
力
感
知
安
全
装
置

な
ど
）

●
消
火
器
設
置
後

　

６
か
月
ご
と
に
点
検
し
、
1

年
に
1
回
消
防
署
へ
点
検
結
果

報
告
書
の
提
出
が
必
要
で
す
。

問
知
多
中
部
広
域
事
務
組
合

　

消
防
本
部　

予
防
課　

０
５
６
９（
２
１
）
１
４
９
１

改正前

改正後

法人住民税
（均等割）

法人住民税
（均等割）

法人住民税（法人税割）
税率：9.7％

法人住民税（法人税割）
税率：６％

地方法人税
（国税）

引き下げられる法人住民税の税率相当分については、
そのまま地方法人税（国税）の税率が引き上げられます。


